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１．プリンタ市場とインクカートリッジ市場の関係
　プリンタの普及は、文書作成その他の利便性を向上させることにつき多大な貢献をしてきた。ユーザは、プリンタを使用するにあたり、消耗品たるインクカートリッジを購入する必要があり、プリンタメーカーは、自己の販売するプリンタのために使用されるインクカートリッジをも製造・販売し、両者を関連させた販売戦略を検討することになる。
　日本における消費者向けのプリンタは、２大メーカーによって市場の大部分を占めており（それぞれシェア40％以上で、2社合計で80％を超える）、各メーカーが販売するプリンタには、それ専用のインクカートリッジを用いる必要がある。インクカートリッジ市場においても、２大プリンタメーカーが大きなシェアを占めているが、両社以外に、再生品または互換品を製造・加工・販売するメーカーがあるが、前記のように、プリンタとの互換性を有することが必須である。プリンタとインクカートリッジの間には、このような関係にあるので、プリンタ市場を｢プライマリーマーケット｣、インクカートリッジ市場を「アフターマーケット」と呼ぶのが通例である。
プリンタのユーザは、インクカートリッジ製品がプリンタとの互換性を有するか否かという事実に拘束されることになる。ここから、プリンタメーカーは、アフターマーケットの製品について影響力を有することになる。
これらのことから、プリンタの価格競争の激化、頻繁なモデルチェンジによる競争とも関係して、プリンタメーカーはプリンタ製品の価格を低く抑える一方で、消耗品であるインクカートリッジにより採算を得るビジネスモデルを広く採用するに至っている。このような背景の下で、近年、プリンタメーカーは、インクカートリッジに関連する特許権を取得し、その互換製品や再生品を提供する競争事業者に対し特許権侵害訴訟を提起し、市場から排除しようとすることが増えてきている。
この問題に関しては、知的財産法のみならず、競争法・競争政策の観点からの検討も必要であると思われるが、従来、この観点からの議論は必ずしも十分になされてきているとはいえない状況にある。特に、特許権の行使によってインクカートリッジ市場における競争が制限され、割高な「純正品」（プリンタメーカーが販売する製品）だけが市場で流通することは、プリンタユーザの利益を害することにもなる。
本稿では、この問題についての日米の事例の検討を通じ、アフターマーケットにおける競争制限的行為の合理性の有無を明らかにし、独占禁止法の適用のあり方を検討する。
２.キヤノンインクカートリッジ互換品事件
 

（１）事実の概要
原告株式会社キヤノン（以下「原告」という。）は事務機器、光学製品等を製造販売する会社であり、被告株式会社プレジールなど5社（以下「被告」という）は、事務用品等の製造販売をする会社である
原告は、インクジェットプリンタに使用されるインクタンクなどの液体収納容器及び該容器を備える液体供給システム、前記容器用回路基板及び液体収納カートリッジに関する発明の特許権者である。なお、本件特許権について、請求項１の発明を本件発明１（インクタンクに関する発明）とし、請求項５の発明を本件発明２（インクタンクとプリンタの両方の構成を備えた発明）とし、これらを併せて「本件発明」、本件発明１、２に係る特許をそれぞれ「本件特許１」「本件特許２」という。
原告は、インクジェットプリンタである「PIXUS」シリーズと同プリンタに使用する「BCⅠ－９BK」（ブラック）及び「BCⅠ－７e系」（８色）の製造・販売を行っている。これらの互換品として製造販売されている被告製品も２種あり、被告製品Ⅰがブラック１色のみであるが、被告製品Ⅱは６色ある。原告製プリンタのタンクホルダには、被告製品Ⅰを１個、及び被告製品Ⅱを４～６個装着することができる。
原告は、被告製品Ⅰ及びⅡの販売行為は、特許権を侵害するものである、又は、当該輸入、販売の行為等は特許法101条2号により侵害するものとみなされる旨主張して、特許法１００条の１項に基づき、被告製品の輸入、販売及び販売のための展示の差止めを求めた。
原審
における争点は、第一に、被告製品Ⅱが本件発明１及び本件訂正発明１の構成要件を充足するか、第二に、被告製品Ⅱを販売する行為は、特許法101条2号により、本件特許権２を侵害するものとみなされるか、第三に、本件特許権は特許無効審判により無効にされるべきものか、第四に、本件特許権に基づき被告製品２の輸入、販売の差止めを求めることは独占禁止法に違反し、権利を濫用するものか、である。
原審判決は、第一と第二のいずれも肯定的に解し、第三についても、訂正後の特許につき無効理由は理由がないから、仮に無効理由があるとしても本件訂正により解消されるものであるとした。
第四について、原告の特許権取得等に係る当該行為は技術的必要性という合理的な理由に基づくものであり、権利の行使に名をかりた濫用的なものであるということはできないとした。
（２）判旨（控訴審）
　「被告製品２は本件発明１の技術的範囲に属し、控訴人らが主張する無効理由は理由がないかまたは訂正によって解消されるもので特許無効審判によって無効とされるべきものに当たらず、被控訴人の被告製品２の販売行為及び販売のための展示行為の差止請求は、理由があると判断する。」「その理由は、争点3-1（本件発明は進歩性を欠くか）につき・・・判断するほか、原判決・・・のとおりである。」
　「結局、本件訂正発明の出願日当時、当業者において、・・・発明に周知技術を組み合わせることにより・・・それぞれ容易に想到することができたということはできず、その余の点について判断するまでもなく、控訴人らの・・・主張を採用することはできない。」
　控訴人は上告したが、最高裁判所は上告を棄却した（平成23年9月29日）。
（３）技術上の必要性・有用性についての疑義
　独占禁止法違反との関係で重要なポイントとなる点は、原告製インクタンクが、色ラベルにより誤装着を防止しているにも係らず、プリンタからの発光制御信号によって発光する発光素子を採用することによって、結果的には、印刷開始に先立ち、発光しない限り動作しないようにされており、このような技術的特性は、発光素子を有していないインクカートリッジを排除することを目的としていると認められるか否かということである。
　原告側の主張によれば、インクタンクが正しい位置に装着されていれば、上記発光を受光部で受光することができるので、各インクタンクが正しい位置に装着されていることを確認することができ、誤装着が防止されることになるということが、本件特許発明の技術上の必要性である。
しかし、本件特許発明は極めて稀な場合を想定した発明であり、技術上の必要性・有用性には疑義がある。以下説明する。
　第一に、原告製プリンタを新規に購入すると、付属品として原告製インクタンクが各色1セットずつ梱包されており、ユーザはこれを装着して使用を開始する。そのうえで、いずれかのインクタンクを使い切った後に交換用インクタンクが用いられる。通常はインクを使い切るまで使用するため、空になったインクタンクを交換する際、同時にまだ残量の残っている他のインクタンクも交換することは考えにくい。
　第二に、上のことから、交換用インクタンクである被告製品の誤装着の可能性として通常考えられるのは、取り外したインクタンクと別の色（既に装着されている色）の被告製品を装着する場合、つまり2個同色を装着した場合である。しかし、このような2個同色装着という通常の誤装着は、原告製プリンタにおいては、ンクタンクの受光部及びプリンタの受光部を使用することなく（つまり本件特許発明を実施することなく）検出されるとの被告側の指摘がある。
　本件特許発明が対象とするのは、上記のような通常の誤装着ではなく、2個インクタンクを入れ違えた「入れ違いの誤装着」の場合である。前述の通り、交換用インクタンクは通常1個単位で交換されるものであるとすれば、「入れ違いの誤装着」は通常考えにくいことになるが、このような非常に稀な場合を検出するのが本件特許発明である。しかも、その検出においてはインクタンク所定の位置に装着されていないことが検出されるのみであり、誤装着されたインクタンクの装着箇所がどこかは特定されない。
　本件特許発明における発明の課題として、パソコンに不慣れなユーザによる誤った使用（インクタンクの誤装着の防止）が挙げられている。しかし以上のような発明の特性に鑑みれば、検出される誤装着は非常に稀な「入れ違いの誤装着」に限られ、誤装着箇所まで特定されるものではないなど、必ずしもこの発明の課題に資するものであるとはいえないと思われる
。
　本件特許発明は、カートリッジの誤装着防止につき、一定の効果は認められるものの、それはごく稀な場合であろう。これに対し、本特許権のライセンスを拒否することにより、互換品は、すべて市場から排除されることになり、この競争制限効果は極めて大きい。このような特許権の権利行使については、独占禁止法との関係を十分に考慮すべきであったと考えられる。以下、この点につき検討する。
３．独占禁止法上の問題
（１）プリンタとインクカートリッジとの抱き合わせ
上記のキヤノン事件では、本件特許権が有効に成立し、本件差止行為により互換品メーカーが排除されれば、プリンタを購入したユーザは、当該メーカーが販売するインクカートリッジを購入せざるを得ないことになる。
　ある事業者が、主たる製品と従たる製品を両方買うことを事実上強制する行為は、独占禁止法上、「抱き合わせ販売」として以前から厳しく規制されてきた（同法2条9項６号に基づく一般指定10項違反）。
抱き合わせについての反競争性（「不公正な取引方法」においては公正競争阻害性と呼ばれる）は、第一に、競争手段の公正さの確保の侵害にあると考えられてきた。買い手に商品の真価についての判断機会を与えることによって、競争者によりよい商品提供の機会を付与することが能率競争であり、抱き合わせにおいては買い手の選択の自由を制限しうる力が行使されることになる
。
　第二に、原告プリンタに使用可能なインクカートリッジ互換品の製造・販売業者の競争的な事業活動が制限され、不可能になる恐れもあることから、自由競争の確保の侵害にあたるという点においても、反競争性があると解される
。
（２）競争者に対する取引の不当妨害
　一般指定14項は、競争者とその取引の相手方との取引を不当に妨害する行為を違法とする。この不当妨害行為には、多種多様な行為が含まれるが、本件と類似の事案として、①東芝昇降機サービス事件＝大阪高判平５・7・30、②三菱ビルテクノサービス事件＝勧告審決平14・７・26、③東急パーキングシステムズ事件＝勧告審決平16・４・12がある。
　①では、エレベータ等に係る保守サービス市場において、部品等の販売を行っているメーカー系保守業者が、競争者である独立系保守業者に対する在庫部品の納期を遅延させることによって、独立系保守業者の保守契約を解約させるに至ったことが、取引妨害に当たるとされた。また、この事件では、部品と取り換え工事の抱き合わせも違法とされている。②及び③では、メーカー系保守業者が独立系保守業者からの部品の購入要請に対し、納入を遅延させ、さらに自己の顧客に対するよりも高い価格において取引を行ったことが取引妨害にあたるとされた。
　これらは、アフターマーケットにおいて、メーカー系保守業者が取引妨害を行った（①では抱き合わせも行った）とされた事例である。
　さらに、平成16年、本件原告（キヤノン）が、レーザプリンタのトナーカートリッジにＩＣチップを搭載することにより再生品取引を阻害したことが問題とされたことがある
。この事案につき、公正取引委員会(以下、公取委と略記)は、レーザプリンタのメーカーが、製品の品質等を向上させるためにカートリッジにICチップを搭載すること自体が独占禁止法に違反するものではないとしつつ、技術上の必要性等の合理的理由がないのに、あるいはその必要性の範囲を超えた情報の暗号化等によってカートリッジを再生利用できないようにすること等により、ユーザが再生品を使用することを妨げる場合には、独占禁止法上問題とされる恐れがある、と指摘している。
　また、公取委の相談事例において、印刷機器のメーカーがICチップを搭載したインクボトルを使用しなければ起動しない機能を備えた印刷機器を販売することについて独占禁止法に違反する可能性が指摘されている
。そこでは、当該ICチップが市販されていて、独立系事業者でも容易に入手可能であり、ICチップが搭載されたインクボトルを利用するために必要な情報は一般に公開されており、独立系事業者によっても利用可能であるような場合には、直ちに独占禁止法に違反するものではないとされている。
　本相談事例では、ICチップの利用が独立系事業者にとっても可能であることが、独占禁止法違反を回避することになるとされるものであるが、本キヤノン事件では、このICチップに該当する発明技術に特許権が成立し、他者が利用できない状態にある点で、異なっている。
（３）米国コダック社事件連邦最高裁判所判決
　米国のEastman Kodak事件についての連邦最高裁判所判決は、複写機等の製造・販売を行うコダック社が、その購入者以外の、独立系保守サービス業者に対する補修部品の販売拒否を行い、同社の保守サービスと部品販売を抱き合わせた行為をシャーマン法違反であるとした
。そこでは、プライマリーマーケット（複写機等の市場）で競争促進的であったとしても、アフターマーケット（保守サービス・部品販売市場）における競争制限行為を反トラスト法違反とする判断が示された
。
ここでは、消費者にとって、純正品（「オリジナル商品」と呼ばれる）に使われる消耗品等のランニングコストに関する情報の取得が困難であることが指摘され、このことから、事業者がプライマリーマーケットにおける販売量に影響を及ぼさずして、アフターマーケットで独占価格を設定することが可能になるとされている。
  消費者がアフターマーケット製品の価格情報等を入手できない場合には、プライマリーマーケットにおける選択の際に、消費者が想定できなかった費用がかかることにもなる。消費者が別のメーカーのプリンタに買い換えるには、さらに転換費用（switching cost）がかかるので、消費者は当初選択したメーカーによってロックイン（lock-in）されることになる。
　キヤノン事件では、プライマリーマーケットが寡占的状態であり、2大メーカーが揃って同様の状態を生み出していることからすれば、消費者が実質的にロックインされる可能性はより高まっているといえる。
　キャノン事件のように、プライマリーマーケット及びアフターマーケットでの製品間における連動性に係る部分に特許権（いわゆるインターフェイスの特許権）が設定されているような場合には、この権利行使のあり方によっては、このロックイン効果が強化されることになる
。ロックイン効果が生ずること自体が直ちに違法となるわけではないが、インターフェイス技術に特許権を取得することにより、アフターマーケットでの競争者排除が可能になることが独占禁止法上の問題になる。
　
（４）本件特許権の行使と独占禁止法
以上を前提に、本件を再検討してみよう。
第一に、本件特許にかかる技術は、原告の主張するようなユーザにとっての利便性がごく僅かであることからも、また、前記（３．（２））のレーザプリンタ・トナーカートリッジ事件にみられるような原告のこれまでの競争者排除の軌跡からも、互換性カートリッジの販売を不可能にするものであって、競争者を排除する目的・意図で作られたものと推測される。そうだとすれば、本件特許権はもともと無効であるとも考えられる。
第二に、仮に本件特許権は有効に成立しているとしても、本件のような権利行使は、独占禁止法に違反する疑いが強いと考えられる。
原告は、本件特許権のライセンス拒絶、損害賠償請求・差止請求等によって、単に本件特許権に関する権利行使を行なったのではなく、競争排除のための人為的行為を行なった、というのが、本件の正確な法的評価であると考えられる。前記（３．（２））のレーザプリンタ・トナーカートリッジ事件に関する公取委の文書には、「技術上の必要性等の合理的理由がないのに，あるいは，その必要性等の範囲を超えて」，カートリッジを再生利用できないようにすることが独禁法違反になることが示唆されている。知的財産権の行使の合理性を広く考えれば、一方で僅かな有用性・利便性しか認められず、他方で競争者に打撃を与え、アフターマーケット市場における公正かつ自由な競争を排除していることは、「不公正な取引方法」における公正競争阻害性を肯定するのに十分であり、これは前掲の諸事件からも裏付けられる。
仮に本件特許技術が有用であるとしても、光による誤装着検出をしなければ一切印刷に進めないプリンタの構造にする必要はないのであって、誤装着かどうか検出はできていないことをユーザには知らせつつ印刷を続行するなどは可能であるようにも思われる。これは、「より制限的でない、他の代替的手段」（less restrictive alternative）により、同じ目的（安全性確保など。ここでは誤装着の防止）が達成できないかについて、代替的手段のコスト等も含めて検討しなければならない、という独占禁止法上の考え方からも重要な論点であるように思われる。
あるいは、これまで長く適法に互換品を製造・販売していた事業者にとって、原告が前記のような実際上の有用性が極めて低い本件特許技術を付加し、そのライセンスを拒絶しただけで、それまでの事業が成り立たなくなるという経緯から、本件特許権の行使は権利の濫用であると解する余地もあるように思われる。原告のビジネスモデルにとって互換品を排除することは、確かに大きな利益になるものであろうが、それを維持するために、知的財産権制度を利用して、いったん成立し、競争的になりかけていたアフターマーケット市場を独占するような行為は、独占禁止法上も疑問であるし、果たしてそれが特許発明からの相応な見返りといえるのか疑問であり、権利濫用に当たるのではないであろうか。
言うまでもないが、互換品がアフターマーケット市場から消滅することは、消費者にとって大きな不利益となるのであって、前記（３．（３））の消費者の選択の際の情報不足をプリンタメーカーが意図的に作り出したという点でも、消費者の権利・利益を侵害していると考えられる。
４．Lexmark事件

（１）事実の概要
　Lexmarkは、プリンタの市場のマーケットシェアにおいて２位の製造業者であるが、プリンタの売り上げが減少してきたため、アフターマーケットにおける戦略が重要となっていた。
　この対応策として、Tシリーズプリンタに関して、異なる価格システムによる二つのタイプのトナーカートリッジの販売を開始した。通常タイプ及びプリベートタイプとされたものでありユーザはいずれかを選択することができる。後者を選択した場合、ディスカウントされるが、このカートリッジを利用すること、使用後はリサイクル及び再生産の必要上、Lexmarkに返却することが要請されていた。前者を選択した場合には、制限は課されず、再充填等による利用も可能であった。
　Lexmarkは、Tシリーズプリンタで、作動等に関連するコンピュータプログラムを用いていた。本件で問題となったプログラムは、プリンターエンジンプログラム（以下「PEPという。」及びトナーローディングプログラム（以下「TLP」という。）である。前者は用紙の配給、作動・モーターコントロール等プリンター内部の操作に関連するものである。後者は、トナーカートリッジに装着されておりトナーレベルの監視を行うものである。これらは著作権の登録を受けている。Lexmarkは、両プログラムに対する無権原でのアクセスを禁ずる認証システムを採用している。
　Static Control Components(以下「SCC」という。)は、“SMARTEK”名で販売されるマイクロチップ、交換用トナーカートリッジを等の製造業者である。SMARTEKは、Lexmarkのプリベートタイプのプリンタカートリッジを利用する第三者に対し、Lexmarkの認証システムを迂回するマイクロチップである。SMARTEKは、互換性カートリッジ製造業者が、Lexmarkのトナーカートリッジを再充填したり、再生産したりするのに、通常タイプのトナーカートリッジより低い価格において可能にするものであった。
　Lexmarkは、SCCが、TLP及びPEPへのアクセスコントロールを回避する製品を販売していることから、デジタルミレニアム著作権法（DMCA）に違反するとして、SMARTEKの販売の差止を求めて提訴した。
　ケンタッキー州東部地区地方裁判所は、SCCのSMARTEKチップが、著作権法及びDMCA1201条(a)(2)の迂回禁止規定に違反するとして、仮差止（preliminary injunction）を認めた。裁判所は、LexmarkのTLPは、他のプログラムによっても認証を潜り抜けることが可能であることから、機能的な互換性要件によるものであるために著作権保護が受けられない「ロックアウトコード」には該当せず、著作権保護の対象になるとした
。
　これを不服としてSSCは、第６巡回区控訴裁判所に控訴した。
（２）控訴裁判決
　Lexmarkの主張において、SMARTEKチップが認証システムを迂回することが主たる目的として設計されていたこと、このシステム迂回以外に商業的に有意味な目的、使用方法が存在しないことなどから、アクセスコントロール技術を迂回する機器等の製造販売を禁止するDMCAの迂回禁止規定（1201条(a)(2)(a)~(c)）に違反するとするものがあった。
地裁は、DMCA1201(a)(2)における「アクセス」を広く解したうえで、Lexmarkによる使用制限が、DMCA1201(a)(2)の適用を排除するものではないとした。すなわち、Lexmarkの認証システムは、消費者の使用をコントロールしているのでDMCAの保護する「効果的にアクセスをコントロールする技術に該当するとした。
これに対し、控訴裁は、使用はコントロール可能になるが、コピーの入手、コードの読み込みはコントロールされていないことから、アクセスコントロール技術の迂回禁止規定の保護は受けられないとした。
概ね以上の理由で、控訴裁は地裁に差し戻した。Lexmarkは、さらに連邦最高裁に審理を求めたが、却下された。
（３）考察
　本件は、プリンタ及びトナーカートリッジにおいて利用されるプログラムが、アクセスコントロールを採用していることによって、実質的に互換性商品の製造・販売を不可能にすることが問題とされた点でキヤノン事件と類似する。本件では、互換性製品の製造を可能にするSMARTEKが、アクセスコントロールを回避しうるものであったため、アクセスコントロール技術を迂回する機器等の製造販売を禁止するDMCAの迂回禁止規定に違反するか否かが問題とされた。
控訴裁判所は、DMCAの立法過程の観点から、連邦議会が迂回禁止規定をDMCAに挿入した理由を、著作物の海賊版が流布することを防止することにあったとし、消費者が購入した消費財の使用を制限することを目的に設計された技術に法的規制を及ぼす目的ではなかったとした。Lexmark事件では、特許権ではなくDMCAに基づく著作権の行使が問題とされたが、アフターマーケットでの互換製品の排除を可能にしない形で法解釈が行われたものと評価できる。
　即ち本件では、SMARTEKが著作権法（DMCA）に違反しないという結論が導出されているが、アフターマーケットにおいて互換製品の製造・販売等を阻害することになるロックアウトコードがDMCAの保護対象にならないことが示されたことになる。本件では、アフターマーケットで互換品を排除する結果となる場合は、知的財産権としての保護が及ばない解釈論が展開されたことになるが、そうである以上、反トラスト法の適用も排除されないことになる
。
５．結語
　特許権付与は特許庁により、発明及び新規性・進歩性・産業上の利用可能性等の実体要件を充足するかという点に限って審査される。従って、競争制限効果を生む可能性等は審査されていないことになり、逆にこのことからすれば、特許権が付与されたということを以て、あらゆる権利行使の方法が許容されることにはならない
。
　独占禁止法21条についてのほぼ確立した解釈によれば、知的財産権法による「権利の行使」とみられるような行為であっても、それが知的財産保護制度の趣旨を逸脱し、または同制度の目的に反すると認められる場合には、当該行為は「権利の行使と認められる行為」とは評価されず、独禁法が適用される。
このことからすれば、アフターマーケットでの権利行使について、キヤノン事件での裁判所の判断は必ずしも十分であったとはいえないと考えられる。アフターマーケットでの競争制限効果を伴う知的財産権の権利行使は、消費者の利益を害することにもなりうるため、知的財産権の保護という側面のみならず、独占禁止法の適用の可能性についても考慮する必要がある。
　なお最近、本件被告等が原告に対し、技術上の必要性等の合理的な理由がないのに、被告製品を機能させなくしたことが、独占禁止法に違反するとして提訴した（2011年11月2日大阪地裁）。ここでは、被告等が、可視光ＬＥＤを搭載した原告製品と異なり、赤外線を発する赤外線ＬＥＤを備えた互換品を製造していたところ、原告がプリンタの受光部に赤外線フィルタを搭載し、赤外線を検出できなくすることで、被告製品が発売できなくしたことが独占禁止法に違反（抱き合わせ、及び取引妨害に該当）すると主張されている。
　赤外線フィルタに技術上の必要性等の合理性が存するかについては、互換製品の排除を目的とした技術を用いて、アフターマーケットにおける競争を制限しようとした、あるいは客観的に見て、競争制限的な性格のものであると認められるか否かということも併せ総合的に検討することが求められている。　
（ふなだ　まさゆき　立教大学教授）
（いとう　りゅうし　立教大学助教）
�　特許権侵害差止請求控訴事件＝知財高裁平成23年2月8日判決、平成22年(ネ)第10064号。 以下、「キヤノン事件」と略記する。 


� 東京地方裁判所平成22年6月24日判決、平成21年（ワ）第3527号、3528号、3530号、3538号、3539号


� 　この点に関して原審判決は、「インクタンクの誤装着が生じる場合は、2個同色を装着する場合に限られず、・・・誤装着を防止することのできる場合も想定しうる・・・」とし、「課題（インクタンクの形状をインクタンクごとに異ならせたり、インクタンクとプリンタとをつなぐ信号線を個別の配線としたりすることによる、製造効率の悪化やコスト増を招かない方法により、インクタンクの誤装着を防止すること）を・・・解決するために開発され、製造、販売されている・・・」とし、知財控高裁もこれを追認している。


� 川濵昇「独禁法上の抱合わせ規制について（１）（2）」法学論叢123巻1号1頁以下、2号2頁以下（1988年）、舟田正之『不公正な取引方法』（有斐閣、2009年）622頁参照。


� 　以上につき、差し当たり、根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説』（有斐閣、第4版、2010年）258頁以下参照。


� 公取委「平成16 年10 月21 日キヤノン株式会社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」http://www.jftc.go.jp/pressrelease/04.october/04102102.html





�　公取委「平成１６年度相談事例　競争者に対する取引妨害（８）] http://www.jftc.go.jp/soudanjirei/jigyosya-h16nendo/h16nendo08.html.


� Eastman Kodak Co.v.Image Technical Services,Inc.,112 S Ct 2072(1992)


� 本件については多くの研究があるが、例えば、越知保見『日米欧独占禁止法』(商事法務、2005年)498頁以下等を参照。


� これは、主たる製品が従たる製品とのみ適切に連動するような方法で設計される場合に生ずる技術的抱き合わせととらえることもできる。この点につき林秀弥・萩原浩太「特許権,商標権,競争政策」公正取引720 号18頁（2010年）参照。 


� Lexmark International Inc.v.Static Control Components,Inc.,387 F.3d 522(2004)。本件については、奥邨弘司「判例研究:Lexmark事件控訴裁判決 : プログラムの著作物性と迂回禁止規定違反が問題となった事例」国際経営論集29巻71頁以下（2005年）参照。Also See. Michael J.Chang “Digital Copyrightability of Lexmark Toners and Cartridges Under the Digital Millennium Copyright Act”17 Alb.L.J.Sci&Tech.559,569-577(2007)


� なお、ロックアウトコードは、製品につき非認証の使用をブロックするプログラムである。


� 本件では、反訴請求も行われ、手続上の展開が複雑となったが、サマリ―ジャッジメントを求めるLexmarkの主張の中で、反トラスト法違反の存否について判断されている。抱き合わせについては、合理の原則の下で判断されるとし、この点立証が不十分であるとして、Lexmarkの主張が認められている。Static Control Components,inc v.lexmark International,Inc.,487 F.Supp.2d 861(2007)


� この点に関連して、田村善之「特許権と独占禁止法・再論－権利vs.行為規制という発想からの脱却―」日本経済法学会年報第32号68頁以下(2011年)を参照。　　　
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